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人種等差別撤廃法モデル案 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、日本国憲法、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約

（１９９５（平成７）年条約第２６号。以下「人種差別撤廃条約」とい

う。）及び市民的及び政治的権利に関する国際規約（１９７９（昭和５

４）年条約第７号）の理念に基づき、人種等を理由とする差別の撤廃が

重要な課題であること及び深刻な人種等を理由とする差別が人々を苦

しめ、社会を分断している事態を踏まえ、人種等を理由とする差別の禁

止等の基本原則を定めるとともに、人種等を理由とする差別の撤廃に

関する国等の責務、基本的施策、人種等差別撤廃委員会の設置その他の

事項を定めることにより、人種等を理由とする差別の撤廃に関する政

策を総合的かつ一体的に推進し、外国人その他の人種等による差別を

受ける人種等に係る社会的少数者の権利利益を擁護し、もって全ての

人の尊厳と多様性が尊重され、人種等による差別のない誰一人取り残

されることのない多民族多文化共生社会を形成することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「人種等」とは、人種、皮膚の色、民族的若しくは種

族的出身、世系1若しくは社会的身分又は国籍2をいう。 

 
1 被差別部落の出身であることは世系又は社会的身分に含まれる。 
2 国籍について人種差別撤廃条約第 1 条第 1 項の列挙事由には含まれず、第 2 項は「市

民と市民でない者との間に設ける区別、排除、制限又は優先については、適用しない」と

規定している。ここでいう「市民でない者」とは原文の non-citizens の公定訳であり，

概ね当該国の国籍を有しない者を意味している。そこで、一見すると国籍による差別は同

条約の適用がないかにも見える。しかし、人種差別撤廃委員会が出した同条約の解釈指針

である「市民でない者に対する差別に関する一般的勧告 30」（2004 年）は、「第 1 条第 
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２ この法律において「人種等を理由とする差別」とは、人種、皮膚の色、

民族的若しくは種族的出身、世系若しくは社会的身分又は国籍に基づくあ

らゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的そ

の他のあらゆる社会生活の分野における平等の立場での人権及び基本的

自由を認識し、享有し又は行使することを妨げ又は害する目的又は効果を

有するものをいう3。 

３ この法律において「社会的身分」とは、出生により決定される社会的な

地位をいう。 

４ この法律において「言動」とは、次に掲げる態様によるものを含むもの

とする4。 

一 他人の言動の内容を記録した印刷物、光ディスク（これに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録することができる物を含む。）その他の

物の頒布又は公然陳列 

 

2 項は，差別の基本的な禁止を害することを回避するよう解釈しなければならない」（パ

ラ 2）、「人権は，原則として，すべての者によって享有されなければならない。締約国

は、国際法に基づいて認められた範囲において、これらの権利の享有における，市民と市

民でない者との間の平等を保障する義務を負う」とし、原則として国籍による差別が条約

違反であるした上で、「たとえば，選挙に投票および立候補によって参加する権利は市民

にのみ限定することができる」として例外的に国籍による区別が差別とならない場合があ

ると定めている（パラ 3）。特に日本においては歴史的に在日コリアンなど旧植民地出身

者が 1952 年 4 月 19 日付け法務府（現・法務省）民事局長通達により国籍選択権もな

く一方的に外国籍者とされたうえで、日本国籍がないことを理由に、医療、社会保障、年

金、公営住宅から排除されるなど民族差別の多くが国籍条項などによる国籍差別の形をと

って来たため、国籍が差別事由にあたることを明記することは不可欠である。東京弁護士

会人種差別撤廃モデル条例案コンメンタール

（https://www.toben.or.jp/message/pdf/201127kommentar.pdf）第 2 条参照。 
3 人種差別撤廃条約第 1 条第 1 項「この条約において、「人種差別」とは、人種、皮膚の

色、世系又は民族的若しくは種族的出身に基づくあらゆる区別、排除、制限又は優先であ

って、政治的、経済的、社会的、文化的その他のあらゆる公的生活の分野における平等の

立場での人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使することを妨げ又は害する目的又

は効果を有するものをいう。」 

女性（女子）差別撤廃条約第 1 条「この条約の適用上，「女子に対する差別」とは，性に

基づく区別，排除又は制限であつて，政治的，経済的，社会的，文化的，市民的その他の

いかなる分野においても，女子（婚姻をしているかいないかを問わない。）が男女の平等

を基礎として人権及び基本的自由を認識し，享有し又は行使することを害し又は無効にす

る効果又は目的を有するものをいう。」 

障害者権利条約第２条「この条約の適用上、［中略］ 

 「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政治

的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者との平等を

基礎として全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使することを害し、又は

妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害に基づく差別には、あらゆる形態の差別

（合理的配慮の否定を含む。）を含む。［後略］」 
4 大阪市ヘイトスピーチ対処条例第 2 条第 2 項参照。 

https://www.toben.or.jp/message/pdf/201127kommentar.pdf
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二 インターネットその他の高度情報通信ネットワークを利用して他人

の言動の内容を記録した文書図画又は画像等を不特定多数の者による

閲覧又は視聴ができる状態に置くこと 

三 前二号に定めるものの他、他人の言動の内容を拡散する活動 

５ この法律において「人種等を理由とする差別的取扱い」とは、人種等を

理由とする差別であって、取扱いによるものをいう。 

６ この法律において「人種等を理由とする差別的言動」とは、人種等を理

由とする差別であって、言動によるものをいう。 

７ この法律において「人種等に係る社会的少数者」とは、人種等に関する

共通の属性を有する社会的少数者をいう5。 

８ この法律において「差別犯罪」6とは、刑法（１９０７（明治４０）年法

律第４５号）その他の法令の罪であって、人種等を理由とする差別を犯行

の動機とするものをいう。 

９ この法律において「複合差別」7とは、人種等を理由とする差別のうち、

性別若しくは性的指向若しくは性自認又は障害を理由とする差別（性別若

しくは性的指向若しくは性自認又は障害に基づくあらゆる区別、排除又は

制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的その他のあらゆる社会生

活の分野における平等の立場での人権及び基本的自由を認識し、享有し又

は行使することを妨げ又は害する目的又は効果を有するものをいう。）で

もあるものをいう。 

（基本原則） 

第３条 人種等を理由とする差別は、職域、学校、地域その他の社会のあらゆる

分野において撤廃されなければならない。 

 
5 「社会的少数者」とは、市民的及び政治的権利に関する国際規約第 27 条の「マイノリテ

ィ」と同趣旨である。本質的な要素として被支配的立場にあることがあげられる（師岡康

子『ヘイト・スピーチとは何か』（岩波新書、2013 年）、40 頁参照）が、日本におけるマ

イノリティは、人数的にも少数者であるので、本条項ではその説明には踏みこんでいな

い。 
6 「ヘイトクライム」を憎悪犯罪と直訳することは誤解を招くので、その本質的要素であ

る「差別」という用語を用い、「差別犯罪」との用語を用いた。 

人種差別撤廃委員会の日本政府審査に対する 2018 年総括所見パラ 14 参照。「(b) 法的枠

組みと被害者の救済へのアクセスを強化するために、ヘイトスピーチ解消法で対象とされ 

ていないヘイトクライムを含む人種差別の禁止に関する包括的な法律を採択すること（翻

訳：人種差別撤廃 NGO ネットワーク

https://imadr.net/wordpress/wpcontent/uploads/2018/10/51753d9d0d44c8694afb2d1519

2dc987.pdf）」 
7 女性差別撤廃条約及び障害者権利条約における差別の定義（前掲注釈３）を参照。本案

は、包括的差別撤廃法案ではなく人種差別撤廃法案なので、複合差別について、人種差別

をベースとし、そこに他の属性に基づく差別が重なる場合に限定して定義している。 
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２ 人種等を理由とする差別を撤廃するための政策の策定及び推進は、人種

等に係る社会的少数者のアイデンティティが尊重され、人種等に係る社会

的少数者が誇りをもって、差別されることなく平穏な生活ができることを

旨として行われなければならない8。 

３ 人種等を理由とする差別を撤廃するための政策の策定及び推進は、人種

等に係る社会的少数者の意見を聴き、これを尊重しつつ行われなければな

らない9。 

（人種等を理由とする差別の禁止） 

第４条 何人も、次の各号に該当する行為（以下「差別的行為」という。）その

他の人種等を理由とする差別をしてはならない10。 

一 採用、労働条件その他の労働関係、医療、社会保障、教育並びに不動

産、物品若しくは役務の提供、団体加入などの社会生活における特定の

者に対する人種等を理由とする差別的取扱い 

二 侮辱、嫌がらせその他特定の者に対する人種等を理由とする差別的言

動 

三 人種等に関する共通の属性を有する不特定の者に関し、社会から排除

し、又は憎悪若しくは差別の意識若しくは暴力をあおり若しくは誘発す

ることを目的とする、公然と行われる人種等を理由とする差別的言動で

あって、次に掲げるもの 

イ 著しい侮辱若しくは虚偽の風説を流布し若しくは偽計を用いて人

種等を理由とする共通の属性を有する個人又は集団を貶め、又は否定

的な評価をもたらすもの 

 
8 アイヌ民族施策推進法第 1 条及び第 3 条参照。 

（基本理念）第３条第１項 アイヌ施策の推進は、アイヌの人々の民族としての誇りが尊

重されるよう、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統等並びに我が国を含む国際

社会において重要な課題である多様な民族の共生及び多様な文化の発展についての国民の

理解を深めることを旨として、行われなければならない。 

２ アイヌ施策の推進は、アイヌの人々が民族としての誇りを持って生活することができ

るよう、アイヌの人々の自発的意思の尊重に配慮しつつ、行われなければならない。 

３ アイヌ施策の推進は、国、地方公共団体その他の関係する者の相互の密接な連携を図

りつつ、アイヌの人々が北海道のみならず全国において生活していることを踏まえて全国

的な視点に立って行われなければならない。 
9 障害者権利条約第 4 条第 3 項参照。 

3 締約国は、この条約を実施するための法令及び政策を策定し及び実施するに当たり、並

びに障害のある人と関連する問題についての他の意思決定過程において、障害のある人

（障害のある子どもを含む。）を代表する団体を通じて、障害のある人と緊密に協議し、

かつ、障害のある人を積極的に関与させる。 
10第 1 号が人種等を理由とする差別的取扱い。第 2 号が特定人に対する人種等を理由とす

る差別的言動。第 3 号から第 5 号までが不特定人（少数者集団）に対する人種等を理由と

する差別的言動。東京弁護士会人種差別撤廃モデル条例案（前掲注釈３）第 5 条参照。 
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ロ 生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加えることを告知し、

又は助長することにより脅威を感じさせるもの 

ハ その居住する地域から退去させることを告知し、又はそれを助長す

るもの 

四 差別の意識をあおり又は誘発することを目的とする人種等を理由と

する差別的言動であって、次に掲げる情報を頒布、掲示その他これらに

類する方法で公然と摘示するもの（摘示した事実の真否にかかわらな

い。）。 

イ 人種等に関する共通の属性を有することを理由として、人を抽出し、

一覧にした情報 

ロ 人種等に関する共通の属性を有する者について、当該属性を有する

ことを容易に識別することを可能とする特定の地名、人の氏、姓その

他の情報 

五 人種等を理由とする差別的取扱いを行うことを表示又は助長する言

動 

六 差別犯罪 

２ 人種等に係る社会的少数者による平等な権利利益の享有又は行使を確

保し促進することを目的として行われる行為は、前項第１号及び第５号に

規定する差別的行為に該当しない。11 

第２章 国及び地方公共団体、事業者並びに個人の責務 

（国及び地方公共団体の責務）12 

 
11 人種差別撤廃条約第 1 条第 4 項 人権及び基本的自由の平等な享有又は行使を確保する

ため、保護を必要としている特定の人種若しくは種族の集団又は個人の適切な進歩を確保

することのみを目的として、必要に応じてとられる特別措置は、人種差別とみなさない。

ただし、この特別措置は、その結果として、異なる人種の集団に対して別個の権利を維持

することとなってはならず、また、その目的が達成された後は継続してはならない。 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

（女性労働者に係る措置に関する特例） 

第八条 前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保の支障となつている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講

ずることを妨げるものではない。 
12 人種差別撤廃条約第 2 条第１項 締約国は、人種差別を非難し、また、あらゆる形態の

人種差別を撤廃する政策及びあらゆる人種間の理解を促進する政策をすべての適当な方法

により遅滞なくとることを約束する。このため、 

（a）各締約国は、個人、集団又は団体に対する人種差別の行為又は慣行に従事しないこ

と並びに国及び地方のすべての公の当局及び機関がこの義務に従って行動するよう確保す

ることを約束する。 

（b）各締約国は、いかなる個人又は団体による人種差別も後援せず、擁護せず又は支持

しないことを約束する。 

（c）各締約国は、政府（国及び地方）の政策を再検討し及び人種差別を生じさせ又は永続
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第５条 国は、第３条に規定する基本原則にのっとり、人種等を理由とする差別

の撤廃に関する施策（以下「国の人種等差別撤廃施策」という。）を総合

的に策定し、及び実施するものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、あらゆる施策について、人種等を理由とする差

別を生じさせたり、永続化させたりする効果を持つものがないか常に検討

し、是正するものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、人種等を理由とする差別の防止及び解消並びに

人種等を理由とする差別の被害者の効果的な救済のための政策及び法制

度を整備するものとする13。 

４ 国及び地方公共団体は、人種差別撤廃条約その他の人種等を理由とする

差別に関する国際人権法に合致するよう、法令を解釈し、運用、執行しな

ければならない。 

５ 地方公共団体は、第３条に規定する基本原則にのっとり、当該地方公共

団体における人種等を理由とする差別の実態に応じた、当該地方公共団体

における人種等差別撤廃施策（以下「地方公共団体の人種等差別撤廃施策」

という。）を総合的に策定し、及び実施するものとする。 

６ 国は、国の人種等差別撤廃施策を効果的に実施するため、地方公共団体、

人種等を理由とする差別の撤廃に関する活動を行う民間の団体その他の

関係者相互間の連携協力体制の整備を行うものとする。 

７ 人種等差別撤廃施策の実施が国際人権法上の責務であること及び第１

条に規定する社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を

有していることにかんがみ、第１条に規定する社会の形成は、国際連合、

近隣諸国、日本における外国籍出身者の出身国をはじめとする関係国際諸

機関及び関係諸国との国際的協調の下に行わなければならない14 

 

化させる効果を有するいかなる法令も改正し、廃止し又は無効にするために効果的な措置

をとる。 

（d）各締約国は、すべての適当な方法（状況により必要とされるときは、立法を含む。）

により、いかなる個人、集団又は団体による人種差別も禁止し、終了させる。 

（e）各締約国は、適当なときは、人種間の融和を目的とし、かつ、複数の人種で構成さ

れる団体及び運動を支援し並びに人種間の障壁を撤廃する他の方法を奨励すること並びに

人種間の分断を強化するようないかなる動きも抑制することを約束する。 
13 人種差別撤廃条約第 6 条 締約国は、自国の管轄の下にあるすべての者に対し、権限の

ある自国の裁判所及び他の国家機関を通じて、この条約に反して人権及び基本的自由を侵

害するあらゆる人種差別の行為に対する効果的な保護及び救済措置を確保し、並びにその

差別の結果として被ったあらゆる損害に対し、公正かつ適正な賠償又は救済を当該裁判所

に求める権利を確保する。 
14 男女共同参画社会基本法第 7 条（国際的協調）男女共同参画社会の形成の促進が国際社

会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、

国際的協調の下に行われなければならない。 
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（事業者の責務） 

第６条 事業者は、第３条に規定する基本原則の趣旨を踏まえ、人種等を理由と

する差別の撤廃について理解を深め、その事業活動及び事業所の運営に

おいて、人種等を理由とする差別のない地域社会の実現にむけた必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、国の人種等差別撤廃施策及び事業を行っている地域の地方公

共団体の人種等差別撤廃施策に協力するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、職場における人種等を理由とする差別15を撤廃するため、方

針の策定、定期的な研修、被用者からの相談窓口の設置などの必要な体制

の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

（個人の責務） 

第７条 個人は、第３条に規定する基本原則の趣旨を踏まえ、人種等を理由とす

る差別の撤廃について理解を深め、人種等を理由とする差別のない社会

の実現に寄与するよう努めなければならない。 

２ 個人は、国の人種等差別撤廃施策及び居住又は通勤若しくは通学してい

る地域の地方公共団体の人種等差別撤廃施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 

第３章 国及び地方公共団体の基本方針、基本計画及び基本的施策 

第１節 基本方針及び基本計画 

（基本方針等） 

第８条 政府は、人種等差別撤廃施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、人

種等を理由とする差別の撤廃に関する基本的な方針（以下「政府基本方針」

という。）を定めなければならない。 

  ２ 政府基本方針には、次に掲げる事項を含まなければならない。 

一 国の人種等差別撤廃施策の意義及び目標に関する事項 

二 政府が実施すべき基本的な方針 

３ 政府は、政府基本方針の案の作成に当たっては、人種等差別撤廃委員会

の意見を聴かなければならない。 

４ 政府は、政府基本方針の作成に当たっては、人種等を理由とする差別及

び複合差別の実態を踏まえなければならない。 

５ 政府は、政府基本方針の作成に当たっては、人種等を理由とする差別の

多様な被害者の意見を聴取し、その意見を尊重するように努めなければな

らない。 

 
15 セクシャルハラスメントと同様にレイシャルハラスメントもなくすよう事業者は雇用管

理上取り組む義務があることとした。 
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６ 政府は、政府基本方針を定めたときは、遅滞なく、国会に報告するとと

もに、公表しなければならない。 

７ 前４項の規定は、政府基本方針の変更について準用する。 

★★★算用数字に統一、でよいのでは？ 

８ 都道府県は、政府基本方針を踏まえ、当該都道府県における人種等を理

由とする差別の実態に応じた当該都道府県における基本方針を作成しな

ければならない。 

９ 第２項及び第４項から第６項までの規定は、都道府県の基本方針の作成

及び変更について、それぞれ準用する。この場合において、第６項中「国

会」とあるのは、「当該都道府県の議会」と読み替えるものとする。 

（政府基本計画等）16 

第９条 政府は、政府基本方針を総合的かつ計画的に推進するため、国の人種等

差別撤廃施策に関する基本的な計画（以下「政府基本計画」という。）を策

定しなければならない。 

２ 都道府県は、政府基本計画及び当該都道府県のおける前条第８項の基本

方針を踏まえ、当該都道府県における人種等を理由とする差別の実態に応

じた当該都道府県における基本計画を策定しなければならない。 

３ 市町村は、政府基本計画及び前項の基本計画であって、当該市町村の属

する都道府県が策定したものを踏まえ、当該市町村における人種等を理由

とする差別の実態に応じた当該市町村における基本計画を策定しなけれ

ばならない。 

（財政上の措置等） 

第１０条 国は、国の人種等差別撤廃施策を実施するため必要な財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

（実施状況及び国内の状況の報告） 

第１１条 政府は、毎年、国会に対し、政府基本方針、政府基本計画及び国の人

種等差別撤廃施策の実施状況並びに人種等を理由とする差別に係る国内

の状況（第１７条第４項の調査の結果及び統計を含む。）について報告す

るとともに、これを公表しなければならない。 

第２節 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第１２条 国及び地方公共団体は、人種等を理由とする差別に関する相談に的

 
16 2015 年提出の人種差別撤廃施策推進法案では「基本計画」策定義務の規定がなかった

が、実効性確保のため重要なので条項を入れることとした。人種差別撤廃委員会 2018 年

総括所見パラ 14 参照「(i) 具体的目標と措置および適切なモニター活動を備えた、ヘイト

クライム、ヘイトスピーチおよび暴力の扇動を撤廃する行動計画を制定すること」 
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確に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることがで

きるよう必要な体制を整備するものとする。 

（教育の充実等） 

第１３条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を踏まえて、人種差別撤廃条

約をはじめとする国際人権法の諸規定、人種等に係る社会的少数者の歴

史、文化、言語に関する教育活動その他の人種等を理由とする差別を撤廃

するための教育活動を実施するとともに、そのために必要な措置を講ず

るものとする。 

（啓発活動等） 

第１４条 国及び地方公共団体は、人種等を理由とする差別の撤廃について広

く一般の関心と理解を深め、人種等を理由とする差別の撤廃を妨げてい

る諸要因の解消を目的とする広報その他の人種等を理由とする差別を撤

廃するための啓発活動を実施するとともに、そのために必要な措置を講

ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、人種等を理由とする差別に係る重大な事案が起

きた場合や、人種等を理由とする差別を助長する虚偽の事実の流布がある

場合などには、速やかに見解や批判を公表するなどして、人種等を理由と

する差別を撤廃するための具体的な啓発活動を行うものとする17。 

（多様な文化等に関する情報の提供等） 

第１５条 国及び地方公共団体は、人種等に係る属性を異にする者の間の相互

理解を促進し、その友好関係の発展及び差別の撤廃に寄与するため、多様な

文化、生活習慣等に関する適切な情報の提供、相互の交流の促進のための施

設の設置その他の必要な措置を講ずるものとする18。 

２ 国は、関係する国際人権基準、裁判例等、国内外における人種等に関す

る差別の撤廃のための取組に関する最新の情報を収集及び整理し、ウェブ

サイト等で情報を提供するものとする19。 

 
17 啓発の内容として「ヘイトスピーチ許さない」との抽象的文言のみでは不十分であり、

例えば、刑事事件や災害の際に「犯人は在日だ」などの差別デマが流された際、首相など

公的機関が差別を非難する公的メッセージを直ちに発することが重要であることから条文

上明記した。 
18 川崎市ふれあい館がモデルであり、全国に同様の差別をなくすための交流施設を設置す

ることが有効である。「川崎市ふれあい館条例」（川崎市 1988 年条例第 23 号）第１条 日

本人と韓国・朝鮮人を主とする在日外国人が、市民として相互のふれあいを推進し、互い

の歴史、文化等を理解し、もって基本的人権尊重の精神に基づいたともに生きる地域社会

の創造に寄与するため、川崎市ふれあい館を設置する。 
19 ヘイトスピーチ解消法成立後、法務省人権擁護局との交渉の度に NGO から、国際人権

基準の収集・掲載、国内のヘイトスピーチに関する判例の収集・掲載など具体的に要請し

てきたが未だ実現されないため、条文上法的義務として明記することが必要である。 
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（公務員に対する研修等） 

第１６条 国及び地方公共団体は、人種等を理由とする差別の問題に対する職

員の関心と理解を深めるとともに、職員が人種等を理由とする差別を行

わず、又はこれを助長し若しくは支持することのないよう、定期的に研修

を実施するものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、公務に関連して人種等を理由とする差別を行っ

た職員に対する懲戒規定を定めるものとする20。 

（差別犯罪）21 

第１７条 司法警察職員及び検察官は、差別犯罪が人種等に係る社会的少数者

に与える恐怖その他の被害の深刻さ及び社会に与える悪影響に鑑み、差

別犯罪がなされたことを疑うに足りる相当な理由があるときには、捜査

にあたり、人種等を理由とする差別に係る犯行の動機の存否及び内容に

ついて捜査するものとする22。 

２ 検察官は、差別犯罪がなされたと思料するときは、公訴の提起及び遂行

にあたり、当該事情を考慮しなければならない。 

３ 裁判所は、人種等を理由とする差別に係る犯行の動機を認定したときは、

刑の量定にあたり、当該事情を考慮しなければならない23。 

 
20 人種差別撤廃条約第 4 条（c）国又は地方の公の当局又は機関が人種差別を助長し又は

扇動することを認めないこと。 
21 人種差別撤廃委員会の日本政府審査に対する 2018 年総括所見パラ 14 参照。 

(f) 警察官、検察官および裁判官を含む法執行官に対して、とりわけ、かかる犯罪の背景

にある人種的動機を特定し、苦情を登録し、ならびに事件を捜査および訴追するための適

切な方法を含む、ヘイトクライムとヘイトスピーチ解消法に関する研修プログラムを実施

すること、 

(g) 政治家およびメディア関係者を含む、私人あるいは公人によるヘイトクライム、人種

主義的ヘイトスピーチおよび憎悪の扇動を調査し、適切な制裁を科すこと、 

(h) 被害者の民族的出身および民族別に細分化した捜査、訴追および有罪判決に関する統

計を次回の定期報告書で提供すること、 

(i) 具体的目標と措置および適切なモニター活動を備えた、ヘイトクライム、ヘイトスピー

チおよび暴力の扇動を撤廃する行動計画を制定すること 
22 政府は国連に対して「刑事裁判手続において、動機の悪質性として適切に立証してお

り、裁判所において量刑上考慮されている」と報告している（2017 年国連人権理事会に対

する「普遍的・定期的レビュー手続」における「第３回日本政府報告」パラ 56 等）。しか

し、実際には民族差別的動機が量刑上考慮された事例は見つからない。欧米諸国のように

刑自体を加重して、差別犯罪として処罰する犯罪類型を設けることが将来的には検討され

るべきであるが、まずは刑法を改正しなくとも実現可能で、かつ国際社会に報告している

量刑上の考慮を確実に実施することを義務付けた。 
23 刑事補償法 

（補償の内容） 
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４ 国は、差別犯罪の捜査、公訴の提起及び判決の状況に関する調査を実施

し、差別犯罪に関する統計（人種等に係る当該属性ごとに係る認知件数、

検挙件数及び検挙人員、終局処理人員並びに有罪人員及び無罪人員を含む

もの）を作成するものとする。この調査の実施及び統計の作成に当たって

は、複合差別に該当する差別犯罪についても留意するものとする。 

（インターネットを通じて行われる人種等を理由とする差別の撤廃） 

第１８条 国は、インターネットを通じて行われる人種等を理由とする差別に

よる被害の発生の防止、被害者の迅速かつ実効的な救済、被害者の負担の

軽減のため、被害救済手続を定める法律の整備その他の必要な措置を講

ずるものとする。 

２ 国は、インターネット事業者において、インターネットを通じて行われ

る人種等を理由とする差別を撤廃するために行う、定型約款その他の関係

規程における人種等を理由とする差別の禁止規定の整備、禁止行為につい

ての迅速かつ適正な是正、削除、苦情受付体制の整備その他の自主的な取

組を支援するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 地方公共団体は、当該地方公共団体の住民に対するインターネットを通

じて行われる人種等を理由とする差別について調査を実施し、人種等を理

由とする差別を発見した場合はインターネット事業者に対して迅速に削

除要請を行うなど被害者の負担の軽減のための具体的取組を行うものと

する。 

４ インターネット事業者は、国の人種等差別撤廃施策及び事業を行ってい

る地域の地方公共団体の人種等差別撤廃施策に協力するものとする。  

（被害者の包括的な救済対策の整備） 

第１９条 国は、人種等を理由とする差別の被害者の救済のため、前条第１項に

規定する措置のほか、医療的なケア、職場や住居のあっせんなど被害者救

済のための包括的な対策を整備するものとする。 

（交付金の交付等） 

第２０条 国は、地域社会における人種等を理由とする差別を撤廃する事業を

具体的に実施する地方公共団体に対し、当該事業の実施に要する経費に

充てるため適切な交付金を交付する方法等により、地域社会における人

 

第 4 条 抑留又は拘禁による補償においては、前条及び次条第二項に規定する場合を除い

ては、その日数に応じて、一日千円以上一万二千五百円以下の割合による額の補償金を交

付する。懲役、禁錮若しくは拘留の執行又は拘置による補償においても、同様である。 

２ 裁判所は、前項の補償金の額を定めるには、拘束の種類及びその期間の長短、本人が

受けた財産上の損失、得るはずであつた利益の喪失、精神上の苦痛及び身体上の損傷並び

に警察、検察及び裁判の各機関の故意過失の有無その他一切の事情を考慮しなければなら

ない。 

about:blank
about:blank
about:blank
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種等を理由とする差別を撤廃する事業を促進するために必要な措置を講

ずるものとする。 

（民間団体の活動の促進） 

第２１条 国は、人種等に係る社会的少数者の文化、言語を守る活動など、地域

社会における人種等を理由とする差別の撤廃に関する自主的な活動を行

う民間団体が果たしている役割の重要性に留意し、人種等を理由とする

差別の撤廃に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められ

る民間団体に必要な活動を委託する方法等により、人種等を理由とする

差別の撤廃に関する活動を促進するために必要な措置を講ずるものとす

る。i 

（施策の策定及び実施のための調査） 

第２２条 国は、国の人種等差別撤廃施策の策定及び実施のため、人種等を理由

とする差別の実態を明らかにすることを目的として、年に１回、人種等を

理由とする差別の実態に関する調査を行い、その結果を国会に報告する

とともに、公表しなければならない。 

２ 前項の調査においては、インターネットを通じて行われる人種等を理由

とする差別及び複合差別の実態についても対象としなければならない。イ

ンターネットを通じて行われる人種等を理由とする差別の実態に関する

調査は、インターネット事業者等の協力を求めつつ行うものとする。 

（人種等に係る社会的少数者の意見の反映） 

第２３条 国は、国の人種等差別撤廃施策の策定及び実施に当たっては、人種等

に係る社会的少数者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるもの

とする。 

（国の施設の利用制限等） 

第２４条 国は、公衆の福祉を増進する目的をもってその利用に供するために

設けられた国の施設（以下単に「国の施設」という。）の利用許可の申請

があった場合において、当該申請に係る利用により国の施設において差

別的行為が行われるおそれが客観的な事実に照らして具体的に明らかに

認められるときは、これを許可してはならない。 

２ 国は、国の施設の利用許可の申請に係る許可をした場合であっても、そ

の後に当該申請に係る利用により国の施設において差別的行為が行われ

るおそれが客観的な事実に照らして具体的に明らかに認められるに至っ

たとき、又は当該申請に係る利用により国の施設において差別的行為が現

に行われている事実を認めたときは、当該許可を取り消さなければならな

い。 

３ 国は、国の施設の利用許可の申請があった場合において、当該申請に係
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る利用により国の施設において差別的行為が行われるおそれが客観的な

事実に照らして認められるとき（ただし、第１項に規定する場合を除く。）

は、差別的行為を行わないよう警告し、又は利用条件の付加その他の差別

的行為を防止するために必要最小限度の制限を付して許可することがで

きる。 

４ 国は、国の施設の利用許可の申請があった場合において、当該申請に係

る利用により国の施設において差別的行為が行われるおそれがあると疑

うに足りる相当な理由があるときは、人種等差別撤廃委員会の意見を聞か

なければならない。 

５ 国は、国の施設の利用許可の申請の許否を判断するに当たっては、前項

又は次条第１０項の人種等差別撤廃委員会の意見を尊重するものとし、人

種等差別撤廃委員会の意見と異なる判断をするときには、その理由を公表

しなければならない。 

６ 国は、国の施設の利用許可の申請の許否を判断するに当たっては、その

処分が表現行為に対する事前抑制となり得るものであることに鑑み、表現

の自由を不当に侵害することのないよう、十分に留意しなければならない。 

７ 地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供する

ために設けられた公の施設において差別的行為が行われないよう努める

ものとする。 

（利用の許否等調査手続等） 

第２５条 人種等差別撤廃委員会は、国の施設の利用許可の申請について、当該

利用が差別的行為を行うことを目的とするものであるか否かにつき、当

該利用により被害を受けるおそれがある者若しくは当該利用が目的とし

ていると疑われる差別的行為が対象とする人種等に係る社会的少数者で

あって当該人種等に関する共通の属性を有する者により構成される団体

の請求により又は職権で、調査手続（以下「利用許否等調査手続」という。）

を開始し、その旨を速やかに当該施設管理者に通知するものとする。 

２ 人種等差別撤廃委員会は、必要と認めるときは、利用許否等調査手続に

おいて事実の調査をすることができる。 

３ 人種等差別撤廃委員会は、国又は第１項の規定による請求をした者に対

し、意見の陳述及び資料の提出を求めることができる。 

４ 人種等差別撤廃委員会は、適当と認める者から事情を聴取することがで

きる。 

５ 人種等差別撤廃委員会は、利用許可を申請した者に対し、相当の期間を

定めて、書面により意見を述べ、及び資料を提出する機会を与えなければ

ならない。ただし、利用許可を申請した者の所在が判明しないときは、こ



 

 

 14  

 

の限りではない。 

６ 人種等差別撤廃委員会は、利用許可を申請した者から請求があった場合

であって、必要があると認めるときは、口頭で意見を述べる機会を与えな

ければならない。 

７ 利用許可を申請した者は、前項により意見を述べるときには、人種等差

別撤廃委員会の許可を得て、補佐人とともに出頭することができる。補佐

人は、弁護士のうちから選任するものとする。 

８ 人種等差別撤廃委員会は、必要があると認めるときは、その指名する委

員に次に掲げる事項を行わせることができる。 

一 第４項の規定による事情の聴取 

二 第６項の規定による意見の聴取 

９ 利用許否等調査手続は、公開しない。ただし、人種等差別撤廃委員会が

許可した場合を除く。 

１０ 人種等差別撤廃委員会は、利用許否等調査手続を終結したときは、遅

滞なく、当該利用許可申請の許否等に関する意見を書面により当該施設管

理者に通知しなければならない。 

１１ 人種等差別撤廃委員会は、国の施設の利用制限に係るガイドラインを

策定し、公表するものとする。 

第４章 人種等差別撤廃委員会 

第１節 設置、任務及び所掌事務並びに組織等 

（設置） 

第２６条 内閣府設置法（１９９９（平成１１）年法律第８９号）第４９条第３

項の規定に基づいて、人種等差別撤廃委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

２ 委員会は、内閣総理大臣の所轄に属する24。 

３ 委員会は、東京都に置く中央委員会及び地方委員会をもって構成する25。 

 （任務） 

 
24 参照条文 

●独禁法 

第二十七条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第三項の規定に基づ

いて、第一条の目的を達成することを任務とする公正取引委員会を置く。 

② 公正取引委員会は、内閣総理大臣の所轄に属する。 

●個人情報保護法 

（設置） 

第五十九条 内閣府設置法第四十九条第三項の規定に基づいて、個人情報保護委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、内閣総理大臣の所轄に属する。 
25 中央と地方との関係については補充規定が必要。 
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第２７条 委員会は、この法律に定める事務のほか、国の人種等差別撤廃施策を

総合的かつ効果的に推進することを任務とする。 

（所掌事務） 

第２８条 委員会は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 法制度の整備、政府基本方針の策定及び推進をはじめとする国への提

言に関すること。 

二 人種等を理由とする差別の被害者の救済に関すること。 

三 国の施設の利用制限に関する調査と提言に関すること。 

四 国の人種等差別撤廃施策についての広報及び啓発に関すること。 

五 人種等を理由とする差別の撤廃のための教育に関すること。 

六 公務員等に対する人種等を理由とする差別の撤廃のための研修に関す

ること。 

七 人種等を理由とする差別的言動及び差別犯罪の防止に関すること。 

八 前各号に掲げる事務を行うために必要な調査及び研究に関すること。 

九 人種等を理由とする差別の撤廃に取り組む民間団体との協力に関する

こと。 

十 前各号の事務に係る国際協力に関すること。 

十一 前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基

づき委員会に属させられた事務 

（職権行使の独立性） 

第２９条 委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行う。 

（組織等） 

第３０条 中央委員会は、委員長及び委員８名をもって組織する。 

２ 地方委員会の委員の数は、地方の規模に応じて人種等差別撤廃委員会規

則で定める。 

３ 中央委員会の委員長及び委員は、人格が高潔で人種等を理由とする差別

撤廃政策について識見の高い者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総

理大臣が任命する26。 

４ 委員長及び委員には、人種等を理由とする差別についての専門的な知識

 
26 個人情報保護法６３条 

３ 委員長及び委員は、人格が高潔で識見の高い者のうちから、両議院の同意を得て、内

閣総理大臣が任命する。 

４ 委員長及び委員には、個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用に関する学識経験の

ある者、消費者の保護に関して十分な知識と経験を有する者、情報処理技術に関する学識

経験のある者、特定個人情報が利用される行政分野に関する学識経験のある者、民間企業

の実務に関して十分な知識と経験を有する者並びに連合組織（地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第二百六十三条の三第一項の連合組織で同項の規定による届出をしたも

のをいう。）の推薦する者が含まれるものとする。 
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経験を有する弁護士、人種等を理由とする差別について研究する国際人権

法学者、人種等を理由とする差別について継続して報道してきた報道関係

者を含むものとする。 

５ 委員長及び委員には、人種等に係る社会的少数者３名以上が含まれるも

のとする。 

６ 委員長及び委員には、日本国籍を有しない者も任命されることができる。 

７ 委員のうち男性又は女性の一方が３分の２を超えてはならない。 

（任期等） 

第３１条 委員長及び委員の任期は、５年とする。ただし、補欠の委員長又は委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員長及び委員は、再任されることができる。 

３ 委員長及び委員の任期が満了したときは、当該委員長及び委員は、後任

者が任命されるまで引き続きその職務を行うものとする。 

４ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会

の閉会又は衆議院の解散のために両議院の同意を得ることができないと

きは、内閣総理大臣は、前条第３項の規定にかかわらず、同項に定める資

格を有する者のうちから、委員長又は委員を任命することができる。 

５ 前項の場合においては、任命後最初の国会において両議院の事後の承認

を得なければならない。この場合において、両議院の事後の承認が得られ

ないときは、内閣総理大臣は、直ちに、その委員長又は委員を罷免しなけ

ればならない。 

（身分保障） 

第３２条 委員長及び委員は、次の各号のいずれかに該当する場合を除いては、

在任中、その意に反して罷免されることがない。 

一 破産手続開始の決定を受けたとき。 

二 この法律の規定に違反して刑に処せられたとき。 

三 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

四 委員会により、心身の故障のため職務を執行することができないと認

められたとき、又は職務上の義務違反その他委員長若しくは委員たるに

適しない非行があると認められたとき。 

（罷免） 

第３３条 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前条各号のいずれかに該当する

ときは、その委員長又は委員を罷免しなければならない。 

（委員長） 

第３４条 委員長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。 

２ 委員会は、あらかじめ常勤の委員のうちから、委員長に事故がある場合
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に委員長を代理する者を定めておかなければならない。 

（会議） 

第３５条 中央委員会の委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員長及び４人以上の委員の出席がなければ、会議を開き、

議決をすることができない。 

３ 委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。 

４ 第３２条第４号の規定による認定をするには、前項の規定にかかわらず、

本人を除く全員の一致がなければならない。 

５ 委員長に事故がある場合の第２項の規定の適用については、前条第２項

に規定する委員長を代理する者は、委員長とみなす。 

（専門委員） 

第３６条 委員会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができ

る。 

２ 専門委員は、委員会の申出に基づいて内閣総理大臣が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任され

るものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

５ 専門委員には、日本国籍を有しない者も任命されることができる。 

（事務局） 

第３７条 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 

２ 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。 

４ 事務局の職員は、人種等を理由とする差別の撤廃に関する専門的な知識

経験を有する者のうちから任命する。事務局の職員のうち３分の１以上は

弁護士とする27。 

５ 事務局の職員には、日本国籍を有しない者も任命されることができる。 

 
27 参照条文 

●労働審判法 

（労働審判員） 

第九条 労働審判員は、この法律の定めるところにより、労働審判委員会が行う労働審判

手続に関与し、中立かつ公正な立場において、労働審判事件を処理するために必要な職務

を行う。 

２ 労働審判員は、労働関係に関する専門的な知識経験を有する者のうちから任命する。 

３ 労働審判員は、非常勤とし、前項に規定するもののほか、その任免に関し必要な事項

は、最高裁判所規則で定める。 

４ 労働審判員には、別に法律で定めるところにより手当を支給し、並びに最高裁判所規

則で定める額の旅費、日当及び宿泊料を支給する。 



 

 

 18  

 

 

（政治運動等の禁止） 

第３８条 委員長及び委員は、在任中、政党その他の政治団体の役員となり、又

は積極的に政治運動をしてはならない。 

２ 委員長及び常勤の委員は、在任中、内閣総理大臣の許可のある場合を除く

ほか、報酬を得て他の職務に従事し、又は営利事業を営み、その他金銭上

の利益を目的とする業務を行ってはならない。 

（秘密保持義務） 

第３９条 委員長、委員、専門委員及び事務局の職員は、職務上知ることのでき

た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。その職務を退いた後も、同様

とする。 

（給与） 

第４０条 委員長及び委員の給与は、別に法律で定める。 

（規則の制定） 

第４１条 委員会は、その所掌事務について、法律若しくは政令を実施するため、

又は法律若しくは政令の特別の委任に基づいて、人種等差別撤廃委員会

規則（以下「規則」という。）を制定することができる。 

第２節 差別的行為の撤廃に関する措置 

（差別的行為調査手続の開始） 

第４２条 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為により害を被った者若しくは

その法定代理人若しくは被害者が死亡した場合若しくはその心身に重大

な故障がある場合であって、被害者の明示した意思に反しないときには、

被害者の配偶者、直系の親族若しくは兄弟姉妹の請求により又は職権で、

調査手続（以下、本条の調査手続を「差別的行為調査手続」という。）を

開始するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、差別的行為のうち、第４条第３号、第４号又

は第５号にあたるものについては、当該差別的行為の対象となった人種等

に係る社会的少数者であって当該人種等に関する共通の属性を有する者

により構成される団体も請求することができる。 

（人種等差別撤廃委員会による調査） 

第４３条 人種等差別撤廃委員会は、必要と認めるときは、差別的行為調査手続

において事実の調査をすることができる。 

２ 人種等差別撤廃委員会は、国又は前条の規定による請求をした者（以下

本節において「請求者」という。）に対し、意見の陳述及び資料の提出を

求めることができる。 

３ 人種等差別撤廃委員会は、適当と認める者から事情を聴取することがで
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きる。 

４ 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為をした疑いがある者に対し、相当

の期間を定めて、書面により意見を述べ、及び資料を提出する機会を与え

なければならない。ただし、差別的行為をした疑いがある者の所在が判明

しないときは、この限りではない。 

５ 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為をした疑いがある者から請求があ

った場合であって、必要があると認めるときは、口頭で意見を述べる機会

を与えなければならない。 

６ 差別的行為をした疑いがある者は、前項により意見を述べるときには、

人種等差別撤廃委員会の許可を得て、補佐人とともに出頭することができ

る。補佐人は、弁護士のうちから選任するものとする。 

７ 人種等差別撤廃委員会は、必要があると認めるときは、その指名する委

員に次に掲げる事項を行わせることができる。 

一 第３項の規定による事情の聴取 

二 第５項の規定による意見の聴取 

８ 差別的行為調査手続は、公開しない。ただし、人種等差別撤廃委員会が

許可した場合を除く。 

９ 人種等差別撤廃委員会は、インターネットを通じて差別的行為が行われ

たと認めた場合において、当該差別的行為の行為者が不明であるときは、

インターネット事業者に対し、当該差別的行為に係る発信者情報その他個

人識別のための情報の開示を求めることができる。 

１０ 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為調査手続を開始後、原則として

１年以内に差別的行為調査手続を終了しなければならない。 

１１ 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為調査手続を終結したときは、遅

滞なく、是正措置等に関する意見書を作成しなければならない。 

１２ 前項の意見書には、主文、事案の概要及び理由を記載する。主文には、

当該行為が差別的行為に該当する旨及び該当する第４条各号の条項若し

くは該当しない旨、是正措置をするべき旨若しくは是正措置をするべきで

ない旨、並びに是正措置をするべきときには是正措置の内容を記載する。

事案の概要には、当該行為の内容を記載する。理由には、当該行為が差別

的行為に該当する理由若しくは差別的行為に該当しない理由、是正措置を

するべき理由若しくは是正措置をするべきでない理由、並びに是正措置等

をするべきときには当該是正措置の内容が相当である理由を記載する。 

（差別的行為に対する是正措置及び公表） 

第４４条 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為調査手続により、差別的行為が

行われたと認めた場合は（以下、認められた行為を、本条及び次条におい
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て「当該差別的行為」という。）、事案の内容に即して、指導、勧告その他

当該差別的行為を是正するために必要な措置を講ずることができる。 

２ 人種等差別撤廃委員会は、前項の措置について、当該差別的行為の概要、

当該差別的行為が差別的行為に該当する旨、該当する第４条各号の条項及

び措置の内容を公表しなければならない。 

３ 人種等差別撤廃委員会は、第１項の措置について、当該差別的行為の悪

質性の程度、行為後の情況、社会的影響の軽重などにより公表することが

相当であると認めるときには、当該差別的行為を行った者の氏名又は名称

を公表することができる。ただし、公表の期間は、相当な期間であること

を要する。 

４ 人種等差別撤廃委員会は、第１項の規定による措置を講ずるときは、当

該差別的行為を行った者に対し、書面により、措置の内容及びその理由並

びに第２項及び前項の規定による公表をする旨を通知しなければならな

い。ただし、当該差別的行為を行った者の所在が判明しないときは、この

限りではない。 

５ 前項本文の通知は、当該差別的行為を行った者の住所（当該差別的行為

を行った者が別に通知を受ける場所又は連絡先を人種等差別撤廃委員会

に通知した場合にあっては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足り

る。 

６ 前項の通知は、その通知が通常到達すべきであった時に、到達したもの

とみなす。 

７ 人種等差別撤廃委員会は、請求者に対し、書面により、第１項の規定に

よる措置を講じたときはその旨、その内容及びその理由並びに第２項の規

定による公表をした旨を、第１項の規定による措置を講じなかったときは

その旨及びその理由を、第３項の規定による公表をしたときはその旨を、

それぞれ通知しなければならない。 

（差別的行為に対する警告） 

第４５条 人種等差別撤廃委員会は、差別的行為調査手続により、当該差別的行

為が行われたと認めた場合であって、当該差別的行為をした者がさらに

当該差別的行為又は当該差別的行為に類する行為をするおそれがあると

きは、当該差別的行為をした者に対し、当該差別的行為又は当該差別的行

為に類する行為（以下「警告対象行為」と総称する。）をしてはならない

旨を警告する(以下単に「警告」という。)ことができる。 

２ 人種等差別撤廃委員会は、警告について、当該差別的行為の概要、当該

差別的行為が差別的行為に該当する旨、該当する第４条各号の条項及び警

告の内容を公表しなければならない。 
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３ 人種等差別撤廃委員会は、警告について、警告を受ける者(以下「警告

対象者」という。)の氏名又は名称を公表しなければならない。ただし、

公表することが相当でない場合は、この限りでない。また、公表の期間は、

相当の期間であることを要する。 

４ 人種等差別撤廃委員会は、警告をするときは、警告対象者に対し、書面

により、警告の内容及びその理由並びに第２項及び前項の規定による公表

をする旨を通知しなければならない。ただし、警告対象者の所在が判明し

ないときは、この限りではない。 

５ 前項本文の通知は、警告対象者の住所（警告対象者が別に通知を受ける

場所又は連絡先を人種等差別撤廃委員会に通知した場合にあっては、その

場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。  

６ 第４項本文の通知は、その通知が通常到達すべきであった時に、到達し

たものとみなす。 

７ 人種等差別撤廃委員会は、請求者に対し、書面により、第１項の規定に

よる警告をしたときはその旨、その内容及びその理由並びに第２項の規定

による公表をした旨を、第１項の規定による警告をしなかったときはその

旨及びその理由を、第３項の規定による公表をしたときはその旨を、それ

ぞれ通知しなければならない。 

（差別的行為に対する命令） 

第４６条 人種等差別撤廃委員会は、警告対象者が、警告を受けたにもかかわら

ず、警告対象行為を行い、かつ、さらに警告対象行為をするおそれがある

ときは、警告対象者に対し、次に掲げる事項の全部又は一部を命ずること

（以下本条において「命令」という。）ができる。  

一 警告対象行為（以下「命令対象行為」という。）をしてはならないこと  

二 命令対象行為が行われることを防止するために必要であると人種等

差別撤廃委員会が認める事項を履行すること  

２ 人種等差別撤廃委員会は、命令について、命令を受ける者（以下「命令

対象者」という。）が警告に反して行った警告対象行為の概要、命令対象

者が警告に反して行った警告対象行為が差別的行為に該当する旨、該当す

る第５条各号の条項及び命令の内容並びに命令対象者の氏名及び規則で

定める事項があるときは当該事項を公表しなければならない。ただし、公

表の期間は、相当な期間であることを要する。 

３ 人種等差別撤廃委員会は、命令をするときは、命令対象者に対し、書面

により、命令の内容及びその理由並びに前項の規定による公表をする旨を

通知しなければならない。ただし、命令対象者の所在が判明しないときは、

この限りではない。 
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４ 前項本文の通知は、命令対象者の住所（命令対象者が別に通知を受ける

場所又は連絡先を人種等差別撤廃委員会に通知した場合にあっては、その

場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。  

５ 第３項本文の通知は、その通知が通常到達すべきであった時に、到達し

たものとみなす。 

６ 人種等差別撤廃委員会は、請求者に対し、書面により、命令をしたとき

はその旨、その内容及びその理由並びに第３項の規定による公表をした旨

を、命令をしなかったときはその旨及びその理由を、それぞれ通知しなけ

ればならない。  

８ 命令の効力は、１０年間とする。 

９ 本条に規定するもののほか、命令の実施に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第５章 雑則 

（命令への委任） 

第４７条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、

命令で定める。 

第４８条 第３９条の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、２年以

下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第４９条 第４６条第１項の規定による命令に違反した者は、１００万円以下

の過料に処する28。 

 
28 参照条文 

●水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法（平成２１年法律第８１

号） 

第四十二条 第十六条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の過料に処す

る。 

（特定事業者に係る命令） 

第十六条 環境大臣は、特定事業者の業務又は財産の状況に関し改善が必要であると認め

るときは、特定事業者に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。 

２ 環境大臣は、特定事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役、代表者又は

これらに準ずる者をいう。以下この項において同じ。）がこの法律又はこの法律に基づく

環境大臣の処分に違反したときは、当該特定事業者に対し、当該役員の解任を命ずること

ができる。 

●商法 

（他の商人と誤認させる名称等の使用の禁止） 

第十二条 何人も、不正の目的をもって、他の商人であると誤認されるおそれのある名称

又は商号を使用してはならない。 

２ 前項の規定に違反する名称又は商号の使用によって営業上の利益を侵害され、又は侵

害されるおそれがある商人は、その営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれがある

者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。 
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（過料） 

第十三条 前条第一項の規定に違反した者は、百万円以下の過料に処する。 

●民法３７条８項 

８ 外国法人の代表者が、この条に規定する登記を怠ったときは、五十万円以下の過料に

処する。 

●非訟事件手続法 

第五編 過料事件 

（管轄裁判所） 

第百十九条 過料事件（過料についての裁判の手続に係る非訟事件をいう。）は、他の法

令に特別の定めがある場合を除き、当事者（過料の裁判がされた場合において、その裁判

を受ける者となる者をいう。以下この編において同じ。）の普通裁判籍の所在地を管轄す

る地方裁判所の管轄に属する。 

（過料についての裁判等） 

第百二十条 過料についての裁判には、理由を付さなければならない。 

２ 裁判所は、過料についての裁判をするに当たっては、あらかじめ、検察官の意見を聴

くとともに、当事者の陳述を聴かなければならない。 

３ 過料についての裁判に対しては、当事者及び検察官に限り、即時抗告をすることがで

きる。この場合において、当該即時抗告が過料の裁判に対するものであるときは、執行停

止の効力を有する。 

４ 過料についての裁判の手続（その抗告審における手続を含む。次項において同じ。）

に要する手続費用は、過料の裁判をした場合にあっては当該裁判を受けた者の負担とし、

その他の場合にあっては国庫の負担とする。 

５ 過料の裁判に対して当事者から第三項の即時抗告があった場合において、抗告裁判所

が当該即時抗告を理由があると認めて原裁判を取り消して更に過料についての裁判をした

ときは、前項の規定にかかわらず、過料についての裁判の手続に要する手続費用は、国庫

の負担とする。 

（過料の裁判の執行） 

第百二十一条 過料の裁判は、検察官の命令で執行する。この命令は、執行力のある債務

名義と同一の効力を有する。 

２ 過料の裁判の執行は、民事執行法（昭和五十四年法律第四号）その他強制執行の手続

に関する法令の規定に従ってする。ただし、執行をする前に裁判の送達をすることを要し

ない。 

３ 刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第五百七条の規定は、過料の裁判の執

行について準用する。 

４ 過料の裁判の執行があった後に当該裁判（以下この項において「原裁判」という。）

に対して前条第三項の即時抗告があった場合において、抗告裁判所が当該即時抗告を理由

があると認めて原裁判を取り消して更に過料の裁判をしたときは、その金額の限度におい

て当該過料の裁判の執行があったものとみなす。この場合において、原裁判の執行によっ

て得た金額が当該過料の金額を超えるときは、その超過額は、これを還付しなければなら

ない。 

（略式手続） 

第百二十二条 裁判所は、第百二十条第二項の規定にかかわらず、相当と認めるときは、

当事者の陳述を聴かないで過料についての裁判をすることができる。 

２ 前項の裁判に対しては、当事者及び検察官は、当該裁判の告知を受けた日から一週間

の不変期間内に、当該裁判をした裁判所に異議の申立てをすることができる。この場合に

おいて、当該異議の申立てが過料の裁判に対するものであるときは、執行停止の効力を有

する。 
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附 則  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して〇月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。 

（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する

法律（２０１６（平成２８）年法律第６８号）の廃止） 

第２条 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に

関する法律（２０１６（平成２８）年法律第６８号）は、廃止する。 

（政令への委任） 

第３条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措

置は、政令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年以内にこの法律の施行の状況について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
 

 

 

 

３ 前項の異議の申立ては、次項の裁判があるまで、取り下げることができる。この場合

において、当該異議の申立ては、遡ってその効力を失う。 

４ 適法な異議の申立てがあったときは、裁判所は、当事者の陳述を聴いて、更に過料に

ついての裁判をしなければならない。 

５ 前項の規定によってすべき裁判が第一項の裁判と符合するときは、裁判所は、同項の

裁判を認可しなければならない。ただし、同項の裁判の手続が法律に違反したものである

ときは、この限りでない。 

６ 前項の規定により第一項の裁判を認可する場合を除き、第四項の規定によってすべき

裁判においては、第一項の裁判を取り消さなければならない。 

７ 第百二十条第五項の規定は、第一項の規定による過料の裁判に対して当事者から第二

項の異議の申立てがあった場合において、前項の規定により当該裁判を取り消して第四項

の規定により更に過料についての裁判をしたときについて準用する。 

８ 前条第四項の規定は、第一項の規定による過料の裁判の執行があった後に当該裁判に

対して第二項の異議の申立てがあった場合において、第六項の規定により当該裁判を取り

消して第四項の規定により更に過料の裁判をしたときについて準用する。 

 

 


